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科学技術に関する国民意識調査－新型コロナウイルスを含む感染症に対する意識－ 
文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第１調査研究グループ 
細坪護挙 星野利彦 

要旨 

 2020 年 3 月のインターネット調査の結果、政府が講じるべき施策として他の施策と比べて新型コ

ロナウイルス、鳥インフルエンザ、エボラ出血熱などの感染症予測と対策が急速に増加していること

が判明した。また、性別で見ると、一般の人への分かりやすい情報提供では男性より女性が常に多

いことも判明した。年代別で見ると一般の人への分かりやすい情報提供や、研究開発の推進では

50-60 代が多いことも判明した。こうして、新型コロナウイルス感染症を契機に、国民の科学技術に

対する関心の高まりがみられた。 

 

Public Attitudes to Science and Technology - Awareness of infectious diseases including 
new coronavirus - 
HOSOTSUBO Moritaka and HOSHINO Toshihiko 

1st Policy-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology Policy 

(NISTEP), MEXT 

ABSTRACT 

As a result of an internet survey conducted in March 2020, it was found that the measures to be 

taken by the government are rapidly increasing in anticipation and countermeasures against 

infectious diseases such as the new coronavirus, avian influenza, and Ebola hemorrhagic fever, 

compared to other measures. Also, by gender, it was found that there are always more women 

than men in providing easy-to-understand information to the general public. By age, it became 

clear that many people in their 50s and 60s were involved in providing easy-to-understand 

information to the general public and promoting research and development. Thus, with the new 

coronavirus infectious disease, the public's interest in science and technology increased. 
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【概要】 

（１）はじめに 
科学技術・学術政策研究所（以下 NISTEP）では、科学技術に関する国民意識データを収集し、

科学技術イノベーション政策の立案・推進に資することを目的として、2009 年度から、「科学技術に

関する国民意識調査」を実施している。 

本 2019 年度調査（2020 年 3 月調査）は、15 歳から 69 歳までの男女合計 1,500 人にインターネ

ットを使って調査したものである。 

 

（２）調査の概要 

本調査は、科学技術イノベーション政策の立案・推進に資する基礎データの提供を目的として、

2009 年度以来、NISTEP が科学技術に関する国民意識を把握するために継続的に実施している。 

１）調査対象 

インターネット調査会社にモニター回答者として登録している者である。 

２）調査期間及び調査方法 

2020 年 3 月にインターネットによって実施した。 

サンプル数は N=1,500 で、回答者年齢は 15－69 歳、サンプリングの層化として、男女同数、10

代から 60 代まで各年代で同数とした。 

３）調査時点 

2020 年 3 月 17 日から 18 日にかけて実施した。 

４）調査項目 

今般の調査では特に新型コロナウイルスの影響を把握することが目的である。。 

そこで、回答者に、新型コロナウイルス、鳥インフルエンザ、エボラ出血熱などの感染症予測と対

策のために、科学技術に関連して政府はなにをすればよいと思うかを以下の中から選んでもらった

（複数回答あり）。 

 研究開発の推進 

 研究開発施設／機関／大学等の設置 

 法的規制／制度の新設／改変 

 法的規制／制度を守るよう指導監督の徹底 

 関連企業等に対する協力要請 

 一般の人への分かりやすい情報提供 

 当てはまるものはない 

 

なお、「新型コロナウイルス」は今回の調査においてはじめて感染症の一つとして追加したもので

ある。 

また、本調査では、「新型コロナウイルス」だけではなく、東京一極集中や PM2.5 など他の事項に

ついても訊いている（参考参照）。これは、「新型コロナウイルス」だけを訊くとバイアスが生じてしまう

ため、それを可能な限り除去したものである。 

上記のほか、回答者には、居住している都道府県、学校での専攻分野、子どもの有無、科学技術

に関するニュースや話題への関心の有無などの個人の属性・意識についてもたずねた。 
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（３）調査結果の概要 

概要では、調査結果のうち、新型コロナウイルスを含む感染症に関する主な結果について示す。 

本概要は上記のうち、新型コロナウイルスなどの感染症に関連するものを報告するものである。 

1) 新型コロナウイルス等の感染症予測と対策として政府の講じるべき施策として回答された割合と

その時間変化 

新型コロナウイルス、鳥インフルエンザ、エボラ出血熱などの感染症予測と対策のために、科学技

術に関連して政府はなにをすればよいと思うかとの問いに対して、「研究開発の推進」を選んだ人が

全体の 60.1％、「一般の人々への分かりやすい情報提供」を選んだ人が全体の 56.0％であった。ま

た、感染症に関しては 2016 年 3 月以降今回まで 5 回の調査で同様の質問をしているが、選択肢と

して挙げたどの施策についても選んだ人の割合が増加する結果となった（図１）。特に、「研究開発の

推進」を回答した人の割合は、調査開始から初めて過半数を超え、研究開発に対する国民の関心の

高まりを表す結果となった。 

 

図１ 新型コロナウイルス等の感染症予測と対策として政府の講じるべき施策として回答された割合と

その時間変化1 

  

 
1 図の矢印は１％有意性水準による統計的仮説検定の結果、有意差が認められるもの。 
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2) 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の性別の割合と時間変化 

 

図２ 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の割合（男女別）とその変化 

 

回答者の性別とのクロス表を見ると（図２）、研究開発の推進をするべきとした回答者は、男女とも

にその割合が伸びており、どちらも過半数を超えている。 

 

3) 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の性別の割合

と時間変化 

 

図３ 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の割合（男

女別）とその変化 
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回答者の性別とのクロス表を見ると（図３）、一般の人への分かりやすい情報提供をするべきとした

回答者は男性よりも女性の方が多いことが分かる。また、男女ともにその割合が伸びており、どちらも

過半数を超えている。 

 

4) 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の年代別の割合と時間変化 

 

 

図４ 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の年代別の割合と時間変化 

 

回答者の年代別とのクロス表を見ると（図４）、研究開発の推進をするべきとした回答者は 50-60

代が多いことが分かる。世代間によって関心の差はあるものの、全世代において過半数以上の回答

者が研究開発の推進を重視していることがわかった。 
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5) 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の年代別の割

合と時間変化 

 
図５ 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の年代別の

割合と時間変化 

 

回答者の年代別とのクロス表を見ると（図５）、一般の人への分かりやすい情報提供を重視する回

答者は 50-60 代が多いことが分かる。世代間によって関心の差はあるものの、全世代において過半

数以上の回答者が一般の人への分かりやすい情報提供を重視していることがわかった。 
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6) 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の科学技術関心度別の割合と時間

変化 

 
図６ 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の科学技術関心度別の割合と時

間変化 

 

科学技術関心度別とのクロス表を見ると（図６）、科学技術に関心がある人の方が研究開発の推進

をするべきとした回答者の割合が高い。一方、科学技術に関心がない人も、過半数以上が研究開発

の推進施策に期待を寄せており、関心の高まりがうかがえる。 
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7) 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の科学技術関

心度別の割合と時間変化 

 

図７ 政府の講じるべき施策として「一般の人への分かりやすい情報提供」を回答した人の科学技術

関心度別の割合と時間変化 

 

科学技術関心度別とのクロス表を見ると（図７）、科学技術に関心がない人も、過半数以上が一般

の人への分かりやすい情報提供施策に期待を寄せており、関心の高まりがうかがえる。 
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8) 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の割合（9 地域別）と時間変化 

 

図８ 政府の講じるべき施策として「研究開発の推進」を回答した人の割合（9 地域別）2の変化 

 

9 地域別(北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州)の変化を見ると（図８）、今

回の調査（2020 年 3 月）の増加は特に地域偏在性はなく、全国ほぼ同様に研究開発の推進への必

要性が向上していることが分かる。 

 

（４）おわりに 

本調査の実施に際し、多大な御協力を頂いた皆様をはじめとする関係者の方々に心から感謝申し

上げる。 

 

 

 
2図では都道府県別の状況を示しているように見えるが、本分析は地域別に分析したものであり、同

一地域内は同じ色としている。 
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【本文】 

１．調査の概要 

本調査は、科学技術イノベーション政策の立案・推進に資する基礎データの提供を目的として、

2009 年度以来、NISTEP が科学技術に関する国民意識を把握するために継続的に実施している

調査である。 

（１）調査対象 

インターネット調査会社にモニター回答者として登録している回答者が調査対象である。 

（２）調査期間及び調査方法 

2020 年 3 月にインターネットによって実施した。 

サンプル数は N=1,500 で、回答者年齢は 15－69 歳、サンプリングの層化として、男女同数、10

代から 60 代まで各年代で同数とした。 

（３）調査時点 

2020 年 3 月 17 日から 18 日にかけて実施した。 

（４）調査項目 

回答者に、新型コロナウイルス、鳥インフルエンザ、エボラ出血熱などの感染症予測と対策のた

めに、科学技術に関連して政府はなにをすればよいと思うかを以下の中から選んでもらった（複数

回答あり）。 

・  研究開発の推進 

・  研究開発施設／機関／大学等の設置 

・  法的規制／制度の新設／改変 

・  法的規制／制度を守るよう指導監督の徹底 

・  関連企業等に対する協力要請 

・  一般の人への分かりやすい情報提供 

・  当てはまるものはない 

 

なお、「新型コロナウイルス」は今回の調査においてはじめて感染症の一つとして追加したもので

ある。 

また、本調査では、「新型コロナウイルス」だけではなく、東京一極集中や PM2.5 など他の事項

についても訊いている（参考参照）。これは、「新型コロナウイルス」だけを訊くとバイアスが生じてし

まうため、それを可能な限り除去したものである。 

上記のほか、回答者には、居住している都道府県、学校での専攻分野、子どもの有無、科学技

術に関するニュースや話題への関心の有無などの個人の属性・意識についてもたずねた。 
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２．調査結果の概要 

 

（１）新型コロナウイルス等の感染症予測と対策として政府の講じるべき施策として回答された割合

とその時間変化 

新型コロナウイルス、鳥インフルエンザ、エボラ出血熱などの感染症予測と対策のために、科学

技術に関連して政府はなにをすればよいと思うかとの問いに対して、「研究開発の推進」を選んだ

人が全体の 60.1％、「一般の人々への分かりやすい情報提供」を選んだ人が全体の 56.0％であっ

た。また、感染症に関しては 2016 年 3 月以降今回まで 5 回の調査で同様の質問をしているが、選

択肢として挙げたどの施策についても選んだ人の割合が増加する結果となった（図１）。特に、「研

究開発の推進」を回答した人の割合は、調査開始から初めて過半数を超え、研究開発に対する国

民の関心の高まりを表す結果となった。 

 

 

 

図１ 新型コロナウイルス等の感染症予測と対策として政府の講じるべき施策として回答された割

合とその時間変化3 

  

 
3 図の矢印は１％有意性水準による統計的仮説検定の結果、有意差が認められるもの。 
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（２）政府の講じるべき施策として回答された性別の割合と時間変化 
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図２ 政府の講じるべき施策を回答した人の割合（男女別）とその変化（四角囲いは性別間に有意

差が認められる時点。四角枠線の色は有意に多い性別の色） 

 

回答者の性別とのクロス表を見ると（図２）、研究開発の推進をするべきとした回答者は、男女とも

にその割合が伸びており、どちらも過半数を超えている。 

また、一般の人への分かりやすい情報提供をするべきとした回答者は男性よりも女性の方が多

いことが分かる。また、男女ともにその割合が伸びており、どちらも過半数を超えている。 

法的規制／制度の新設／改変は男性が多い。当てはまるものはないは男性が多い。 

このように基本的に男女間の傾向は変わらないものが多いが、20 年 3 月の調査で統計的に有

意ではないが男性より女性が大きくなった項目がいくつかある。下記の項目がそれに該当する。 

・研究開発施設／機関／大学等の設置 

・関係企業等に対する協力要請 

これらは 20 年 3 月の新型コロナウイルスに対する国民意識の特徴である可能性がある。 
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 次に年代別の変化を見る。 

（３）政府の講じるべき施策として回答された年代別の割合と時間変化 
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図３ 政府の講じるべき施策の年代別の割合と時間変化（四角囲いは年代間に有意差が認められ

る時点。四角枠線の色は有意に多い年代別の色） 

 

回答者の年代別とのクロス表を見ると（図３）、研究開発の推進をするべきとした回答者は 50-60

代が多いことが分かる。世代間によって関心の差はあるものの、全世代において過半数以上の回

答者が研究開発の推進を重視していることがわかった。 

また、一般の人への分かりやすい情報提供を重視する回答者は 50-60 代が多いことが分かる。

世代間によって関心の差はあるものの、全世代において過半数以上の回答者が一般の人への分

かりやすい情報提供を重視していることがわかった。 

また、統計的に有意ではないものの、研究開発施設／機関／大学等の設置に関しても 50-60

代の賛同が大きい。 

一方、法的規制／制度の新設／改変、法的規制／制度を守るよう指導監督の徹底、関係企業

等に対する協力要請では 19 年 3 月まででは 50-60 代は比較的低かったが、20 年 3 月で傾向が

逆転し、最も高い値となった。これは新型コロナウイルスがとりわけ高齢者にとって脅威になってい

ることが原因と考えられる。その証拠の一つとして、当てはまるものがない、では 50-60 代はいつも

最小となっている。 
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図４ 政府の講じるべき施策の専門分野別の割合と時間変化（四角囲いは分野間に有意差が認め

られる時点。四角枠線の色は有意に多い分野別の色） 

 

（４）政府の講じるべき施策と専門分野別の割合と時間変化 

 専門分野別にみると図４となり、20 年 3 月で有意に増加するものの、専門分野間の関係は一貫し

たものはなかった。統計的に有意ではないものの自然科学・工学系よりも人文・社会科学系の方が

高い値を示すことも多く、「講じるべき施策：新型コロナウイルス等の感染症予測と対策」と専門分野

とは直接の関係は乏しいと考えられる。 

 

（５）政府の講じるべき施策と子どもの有無別の割合と時間変化 

 子どもの有無別にみると図 5 となり、20 年 3 月で有意に増加するものの、関係は一貫したものは

なかった。統計的に有意ではないものの子どもがいないよりも子どもがいる方が高い値を示すことも

多く、特に当てはまるものがない、では子どもがいない層がいる層より常に上回っている。「講じる

べき施策：新型コロナウイルス等の感染症予測と対策」と子どもの有無とは直接の関係は比較的乏

しいと考えられる。 
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図５ 政府の講じるべき施策の子どもの有無別の割合と時間変化（四角囲いは子どもの有無間に

有意差が認められる時点。四角枠線の色は有意に多い子どもの有無別の色） 
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図６ 政府の講じるべき施策の科学技術関心度別の割合と時間変化（四角囲いは関心度間に有

意差が認められる時点。四角枠線の色は有意に多い関心度別の色） 

 

（6）政府の講じるべき施策と科学技術関心度別の割合と時間変化 

 科学技術関心度別とのクロス表を見ると（図６）、科学技術に関心がある人の方が研究開発の推

進をするべきとした回答者の割合が高い。一方、科学技術に関心がない人も、過半数以上が研究

開発の推進施策に期待を寄せており、研究開発の推進への関心の高まりがうかがえる。 

 また、科学技術に関心がない人も、過半数以上が一般の人への分かりやすい情報提供施策に
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期待を寄せており、政府による分かりやすい情報提供への関心の高まりがうかがえる。 

加えて、2020 年 3 月で有意に増加する。一方、一般の人への分かりやすい情報提供を除く、研

究開発の推進、研究開発施設／機関／大学等の設置、法的規制／制度の新設／改変、法的規

制／制度を守るよう指導監督の徹底、関係企業等に対する協力要請では全ての時点において、

科学技術に関心ある人がない人より平均値が高い。これは科学技術関心度と講じるべき施策との

関係が強いことが示されている。具体的には科学技術に関心がある方が「講じるべき施策：新型コ

ロナウイルス等の感染症予測と対策」を多く挙げる傾向がある。逆に、「講じるべき施策：新型コロナ

ウイルス等の感染症予測と対策」において、一般の人への分かりやすい情報提供だけは科学技術

関心度に影響されない。 

 

 

研究開発の推進 
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研究開発施設／機関／大学等の設置 
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法的規制／制度を守るよう指導監督の徹底 

 

関係企業等に対する協力要請 
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一般の人への分かりやすい情報提供 

 

当てはまるものはない 

図表７－１ 政府の講じるべき施策を回答した人の割合（9 地域別）4の変化（都道府県別マップ）

 

 
4図では都道府県別の状況を示しているように見えるが、本分析は地域別に分析したものであり、

同一地域内は同じ色としている。 
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図表７－２ 政府の講じるべき施策を回答した人の割合（9 地域別）の変化（棒グラフ） 

 

(7)政府の講じるべき施策と回答者数の割合（9 地域別）と時間変化 

9 地域別(北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州)の変化を見ると（図７－

１、図７－２）、今回の調査（2020 年 3 月）の増加は特に地域偏在性はなく、全国ほぼ同様に研究

開発の推進への必要性が向上していることが分かる。 

「講じるべき施策：新型コロナウイルス等の感染症予測と対策」は、20 年 3 月で全国的に増加す

ることが分かる。特に「講じるべき施策：新型コロナウイルス等の感染症予測と対策」の地域偏在性

は認められない。当てはまるものはない以外では特に大きな地域差は発生しないように思われる。 

 

3．おわりに 

 

新型コロナウイルス等の感染症予測と対策にまつわり、回答者の性別・年代別等に調べたところ、

全ての変数で 20 年 3 月に増加しており、新型コロナウイルスの影響は大きいと示唆される。また、

求められる施策には性差や年代差などがあることも判明した。特に女性の 50-60 代は一般の人に

分かりやすい情報提供を求めていることも判明した。今後はより具体的な仮説を抽象化したモデル

を用いた分析が想定される。 

また、本調査の実施に際し、多大な御協力を頂いた皆様をはじめとする関係者の方々に心から

感謝申し上げる。 
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3）主に中国からの PM2．5 の飛散の予測と対策 

 

5）東日本大震災による福島第一原子力発電所事故対応 
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6）地震や火山噴火の予測と対策 

 
7）東京一極集中を是正する地方創生対策 
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